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外国判決の承認及び執行
（ ）７１（甲南法学’ １８）５８─３・４─１
Ⅰ　はじめに
　外国判決は国家主権の一作用である裁判権によって確定力が付与され、
国家主権は原則として自国の領域内においてのみ行使される。したがっ
ていかなる国家も、国際条約のない限り、外国裁判所の判決の効力を承
認する義務を負わない。しかし当事者の私法関係の安定を図り、跛行的
な法律関係の発生を防止し、紛争を統一的に解決するため、外国判決の
効力を尊重する必要がある。したがって、韓国をはじめとする多くの国
が外国判決について一定の要件を満たしていれば、自国でも同一の効力
を有することが認められている。また韓国の裁判所で外国判決の執行判
決を得ることにより、韓国でその外国判決を執行することができる。
　韓国では外国判決の承認及び執行に関連して、民事訴訟法と民事執行
法にその要件を規定していて、２００２年及び２０１４年の改正が行われ、民事
訴訟法第２１７条の２（損害賠償に関する確定裁判等の承認）のように新設
された条項もある。本稿では、外国判決の承認及び執行についてその改
正趣旨を概観し、韓国の判例と学説を中心に考察す る 。
（１）
金　 汶 淑
外国判決の承認及び執行
─韓国の法状況を中心として─
（１）　金柱祥「外国判決の承認と執行」司法論集第６輯（１９７５）４５５頁以下、李恭炫
「外国判決の承認及び執行」渉外事件の諸問題（下）裁判資料第３４輯（１９８６）５７５
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─２（ ）７２
　なお、国際民事手続法のうち国際裁判管轄については２０１４年２月の時
点で国際私法改正方案研 究 が発行され、その改正の方向性が示されてい
（２）
た。２０１８年１月１９日現在、国際私法の全部改正法律案が立法予告されて
いるの で 、今後立法の動きを見守り、別途の機会に論じたい。
（３）
Ⅱ　改正の概要
　かつて外国判決の承認及び執行については民事訴訟法に規律されてい
たが、後述の２００２年改正により、外国判決の承認及び執行は、それぞれ
民事訴訟法と民事執行法によって規律されることになった。両法に分離
される前の旧民事訴訟法は、ドイツの民事訴訟法と日本の旧民事訴訟法
の影響を受け、外国判決の承認を第２０３条（外国判決の効力）で、外国判
決の執行を第４７６条（外国判決による強制執行）、第４７７条（執行判決）で
規律していた。その後、２００２年と２０１４年の改正が行われ、現在は民事訴
訟法第２１７条（外国裁判の承認）と第２１７条の２（損害賠償に関する確定
裁判等の承認）、そして民事執行法第２６条（外国裁判の強制執行）と第２７
頁以下、崔公雄「外国判決の効力」司法論集第１８輯（１９８７）３２３頁以下、崔孝燮
「外国判決の執行─身分に関する判決と関連して─」司法研究資料第１６輯（１９８９）
２４３頁以下、孫京漢「外国判決及び仲裁判定の承認と執行─判例を中心として」国
際去来法研究第１巻１２９頁以下（１９９２）、林ボクヒ「外国判決の承認及び執行法制
の改善方案に関する研究」延世大学校大学院法学博士学位論文（２０１１）１頁以下、
石光現「外国判決の承認及び執行：２００１年以後の判決を中心として」晉山金文煥
先生停年記念論文集『第１巻：国際関係法の新しい地評』（法文社、２０１１）５２７頁
以下、石光現「国際裁判管轄と外国判決の承認及び執行」国際私法研究第２０卷第
１号３頁以下（２０１４）、李圭鎬「外国判決の承認・執行に関する２０１４年改正民事訴
訟法・民事執行法の意義及び向後の展望」民事訴訟第１９巻第１号１０５頁以下（２０１５）、
李圭鎬／金知萬（訳）「２０１４年改正韓国民事訴訟法及び民事執行法上の外国判決の
承認及び執行」比較法学第４９巻第３号９３頁以下（２０１６）など参照。
（２）　法務部『国際私法改正方案研究』（２０１４）１─３８０頁。
（３）　韓国の法務部ホームページ参照。htp://www.moj.go.kr/HP/COM/bbs_04/ 
ShowData.do。
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条（執行判決）において規律されている。
　１．２００２年改正
　２００２年１月２６日の改正（法律第６６２６号）により、旧民事訴訟法が民事
訴訟法と民事執行法として分離され、外国判決の効力については民事訴
訟法第２１７条、外国判決の執行については民事執行法第２６条及び第２７条が
定めることになった。
　２００２年改正は間接管轄要件と送達要件を改正するためである。まず旧
民事訴訟法第２０３条第１号で定める外国裁判所の「裁判権」の代わりに、
民事訴訟法第２１７条第１号では「国際裁判管轄」を言及することが適切で
あり、正確であることを反映し た 。次に旧民事訴訟法第２０３条第２号で
（４）
は敗訴した被告が大韓民国の国民であることを定めていたが、民事訴訟
法第２１７条第２号は、敗訴した被告の国籍にかかわらず、被告の防御権
を保障するために送達の適法性と適時 性 を明示することになった。
（５）
　２．２０１４年改正
　２０１４年５月２０日民事訴訟法第２１７条（法律第１２５８７号）と民事執行法第
２６条及び第２７条（法律第１２５８８号）がそれぞれ改正され た 。改正理由は、
（６）
韓・欧州連合（EU）FTA、韓米FTAの発効などで国内企業が外国にお
ける経済活動が増加するにつれ、国内企業に対する外国での法的訴訟も
また増加し、国内企業に対する外国での訴訟は法文化と法体系上の差異
（４）　このような改正が可能であったのは、２００１年に全面改正された国際私法が国
際裁判管轄という用語を正面から導入することで、その基準を提示したからであ
る。石・前掲注（１）国際私法研究、３０頁など参照。
（５）　これは、ドイツ民事訴訟法第３２８条第２号及びブリュッセル条約第２７条第２号
が採る立場を受け入れたものである。
（６）　李・前掲注（１）民事訴訟、１１４頁以下、李／金　（訳）・前掲注（１）９３頁以
下参照。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─４（ ）７４
だけでなく、言語と訴訟手続など国内企業に不利に進行される場合が多
いと予想されるところ、外国裁判所の判決を国内で承認または執行する
場合、外国裁判所の判決が大韓民国の法秩序または善良な風俗に反する
か否かなどを、韓国の裁判所が職権で調査にすることにより、外国裁判
所の不当な裁判または判決から国内企業を保護する一方、その他の現行
制度の運営上の一部不備点を改善及び補完するために行われたものであ
る。
　民事訴訟法第２１７条の題目が「外国判決の効力」から「外国裁判の承
認」へ変更されたが、これは内容上の変更ではない。さらに既存の条文
が第１項となり、第２項が新設された。後者は、承認要件が職権事項で
あることを定めるものである。２０１４年改正は、２００２年改正時に除外され
た承認要件についてなされたものであるため、第２１７条第１項のうち第
１号と第２号は従前と同様である。２０１４年改正により、民事訴訟法第
２１７条は承認対象が確定裁判等へ拡大され（第１項本文）、公序要件（第
１項第３号）と相互保証の要件（第１項第４号）を改正し、損害賠償に
関する確定裁判等の承認について第２１７条の２が新設された。すなわち
第２１７条第１項本文は、承認対象として外国裁判所の確定判決のみを規
定していた旧第１項を改正して、「外国裁判所の確定判決又はこれと同一
の効力が認められる裁判」へ拡張された。公序の要件（第１項第３号）
は、従来学説上認めていたように、公序には実体的公序と手続的公序が
あることを明確にした。また相互保証の要件（第１項第４号）は従来の
判例の立場を反映したものである。
　民事訴訟法第２１７条第１項第３号の公序要件と関連して、民事訴訟法
第２１７条の２は損害賠償に関する確定裁判等の承認について立法され、
懲罰的損害賠償のように、損害填補の範囲を超過する賠償額の支払いを
命じる外国判決の承認を適正範囲で制限するために設けられた。
　他方、民事執行法も第２６条の題目を外国判決の強制執行から「外国裁
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判の強制執行」へ変更し、第１項では外国裁判所の「確定判決又はこれ
と同一の効力が認められる裁判」へ改正されたが、これは民事訴訟法第
２１７条第１項本文とも関連するからである。また執行判決で「その適法
さを宣告することで」を、「その強制執行を許可することで」へ改正され
たのである。
Ⅲ　外国裁判の承認
第２１７条（外国裁判の承認）　①外国裁判所の確定判決又はこれと同一の効
力が認められる裁判　（以下　「確定裁判等」という。）は、次の各号の要
件をすべて満たすことで、承認される。
１．大韓民国の法令又は条約による国際裁判管轄の原則上その外国裁判所
の国際裁判管轄権が認められること
２．敗訴した被告が訴状又はこれに準ずる書面及び期日通知書又は命令を
適法な方式に従って防御に必要な時間の余裕を置き、送達を受けたか（公
示送達又はこれに類似する送達による場合を除く。）又は送達を受けなか
ったとしても訴訟に応じたこと
３．その確定裁判等の内容及び訴訟手続に照らしてその確定裁判等の承認
が大韓民国の善良の風俗又はその他の社会秩序に反しないこと
４．相互保証があるか又は大韓民国とその外国裁判所が属する国家にとっ
て確定裁判等の承認要件が著しく均衡を喪失することなく重要な点にお
いて実質的に差異がないこと
②　裁判所は、第１項の要件が充足されたかについて職権で調査しなけれ
ばならない。　
第２１７条の２（損害賠償に関する確定裁判等の承認）　①　裁判所は、損
害賠償に関する確定裁判等が大韓民国の法律又は大韓民国が締結した国
際条約の基本秩序に著しく反する結果をもたらす場合には、当該確定裁判
等の全部又は一部を承認することができない。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─６（ ）７６
②　裁判所は、第１項の要件を審理するときには、外国裁判所が認めた
損害賠償の範囲に弁護士報酬を始めとして訴訟と関連のある費用と経費
が包含されるか及びその範囲を考慮しなければならない。
　民事訴訟法第２１７条第１項は、外国裁判の承認要件を定めていて、そ
の承認要件が満たされると、別途の手続を要せず、自動的に外国裁判の
効力が韓国に拡張される（自動承 認 ）。同条第２項は承認要件の調査が
（７）
職権事項であることを明らかにした。ところが韓国で外国裁判を執行す
るためには、外国裁判が承認要件を満たして、さらに韓国の裁判所の執
行判決を得なければならない。このためには外国裁判は確定裁判でなけ
ればならず、承認要件（民事訴訟法第２１７条）を満たさなければならない
（民事執行法第２６条、第２７条第２項）。韓国の裁判所は外国裁判の当否
を審査することができない（民事執行法第２７条第１項）。これは実質的
再審査の禁止の原則であり、民事執行法において執行判決に関してのみ
定めているものの、民事訴訟法第２１７条で明文の規定はないが、承認に
おいても実質的再審査は禁止される。ただし、裁判所は承認要件が満た
しているか否かを判断するために必要な範囲で、例えば公序違反の判断
において実質を再審査することができ る 。
（８）
　１．確定裁判等
　民事訴訟法第２１７条（外国裁判の承認）　第１項本文は、「外国裁判所の
確定判決又はこれと同一の効力が認められる裁判（以下「確定裁判等」
という。）」を定めている。承認・執行の対象（以下「承認の対象」とい
う。）となるのは、外国の確定判決だけでなく、これと同一の効力が認め
（７）　外国裁判は当該外国で効力を発生した時点で韓国内においても効力を生じる。
大法院２００９年５月２８日宣告２００６タ２０２９０判決もこの趣旨で判示した。
（８）　石光現『国際民事訴訟法』（博英社、２０１２）３４６頁。
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られる裁判であ る 。外国裁判の承認の本質を効力の拡張とする効力拡張
（９）
説が通説であ る 。
（１０）
　従来、旧民事訴訟法第２１７条は外国裁判 所 の確定判決のみを対象として
（１１）
いたが、その解釈において形式または名称に基づき判決に限らず、その
実質をみて外国判決の承認制度の趣旨を活かそうとする見解が通説的見
解であっ た 。すなわち確定裁判であると解されてい て 、これには履行判
（１２） （１３）
決、確認判決、形成判決が含まれる。ところが外国裁判所の判決のみな
らず、多様な決定などその他の裁判も国内で承認の対象に含まれること
になり、非訟事件や対審構造によらない裁判もまた承認の対象として拡
大されるおそれがあるため、承認対象の範囲を「確定判決又はこれと同
一の効力が認められる裁判」と明確化したのである。「確定」とは上訴の
ように通常の方法では受訴裁判所にもはや不服ができなくなった状態を
い い 、より具体的に外国裁判が判決国法上韓国法の「形式的確定力」（for-
（１４）
mele Rechtskraft）に相応する効力を有することをい う 。外国裁判が実
（１５）
質的確定力、すなわち既判 力 があるべきであるかについては見解が分か
（１６）
（９）　李ヨンジュ「民事訴訟法第２１７条の承認対象として「外国裁判」の概念」（梨
花女子大学校）法學論集第２１巻第２号６９頁以下（２０１６）参照。
（１０）　ドイツの効力拡張説が外国裁判の効力を無制限に拡張するのではなく、一定
の制限を加えていることについてはあまり紹介または議論されていない。石・前
掲注（８）４１１頁。
（１１）　承認の対象としての外国判決は韓国の裁判所以外の裁判所その他の司法機関
において下された裁判でなければならない。特別裁判所、行政庁または家事審判
所などの名称如何を問わない。閔日榮ほか編『注釈民事訴訟法（Ⅲ）』韓国司法行
政学会（２０１２）３８７頁。
（１２）　崔公雄『国際訴訟』（六法社、１９８８）３９６頁など参照。
（１３）　石・前掲注（１）国際私法研究、３１頁。
（１４）　胡文赫『民事訴訟法〔第８版）』（法文社、２０１０）６５３頁。
（１５）　石・前掲注（８）３４９頁。
（１６）　韓国の民事訴訟法の解釈としては、既判力の本質は「矛盾の禁止」として理
解される（大法院１９７６年１２月１４日宣告７６タ１４８８判決、大法院１９７９年９月１１日宣告
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─８（ ）７８
れうる。既判力のある判決以外の裁判、既判力が認められる裁判上の和
解調書・認諾調 書 も確定判決と同一の効力が認められるときには、承認
（１７）
の対象となるといえよ う 。
（１８）
　大法院２０１０年４月２９日宣告２００９タ６８９１０判決は、民事執行法第２６条が
定める執行判決の制度的趣旨に照らしてみると、執行判決の対象となる
「「外国裁判所の判決」とは、裁判権を有する外国の司法機関がその権限
に基づき私法上の法律関係について対立的当事者に対する相互間の尋問
が保障された手続で終局的にした裁判であり、具体的給付の履行等、そ
の強制的実現に適合した内容を持つことを意味し、その裁判の名称又は
形式等がどうであれ、問題とならない。」と判示し た 。承認の対象となる
（１９）
外国判決の概念もこれと類似するが、それには執行の対象とならない判
決も含まれるので、承認対象となる外国判決の範囲は執行判決の対象と
なる外国判決の範囲よりも広 い 。
（２０）
　外国判決が終局的裁 判 であるべきかについて民事訴訟法に明文の規定
（２１）
７９タ１２７５判決、大法院１９８９年３月１４日宣告８８ム１８４、１９１判決など）。したがって再
訴は許容されるが、裁判所は前訴の裁判と抵触される内容の裁判をすることがで
きない。ただし、勝訴判決を得た原告が同一の新訴を提起する場合、権利保護の
利益がなく却下される。石・前掲注（８）４１２頁。
（１７）　ソウル地方法院１９６８年１０月１７日宣告６８カ６２０判決は、日本裁判所の和解調書
について確定判決と同一の効力があることを理由に強制執行を認めた。済州地方
法院１９９８年５月２８日宣告９７かハップ２９８２判決が日本裁判所の認諾調書に基づく強
制執行を許可する執行判決を認容した。
（１８）　石・前掲注（８）３５３頁、李・前掲注（１）国際私法研究、１１５頁参照。
（１９）　具滋憲「執行判決の対象となる外国法院の判決の意味」大法院判例解説通巻
第８３号３１８頁以下（２０１０、上）、金ウジン「承認判決と外国判決の承認・執行」晉
山金文煥先生停年記念論文集『第１巻：国際関係法の新しい地評』（法文社、２０１１）
５８１頁以下参照。
（２０）　石・前掲注（８）３４７頁。
（２１）　終局的裁判とは、終局的判断をすることで、事件を完結し、審級を離脱させ
る裁判である。胡・前掲注（１４）５５９頁。
外国判決の承認及び執行
（ ）７９（甲南法学’ １８）５８─３・４─９
はなく、学説は終局的裁判であることを要する。したがって仮差押また
は仮処分を命ずる決定・命令は承認の対象とならない。前述の大法院
２０１０年４月２９日判決は、カリフォルニア州法が規定する承認判決（con-
fession judgment）が、「たとえその名称が判決であり、正式の判決と類
似の効力を有するとしても、また被告が尋問権など訴訟法上の権利を意
図的・自発的に放棄することにし、承認判決手続を利用することに事前
に同意したとしても、これを裁判所が当事者相互間の訊問が保障された
司法手続で終局的にした裁判であるとはいえない。」ので、外国裁判所
の判決に該当しないと判示した。なお、保全処分は暫定的な裁判である
ため、一般的に確定的な裁判ではないかまたは最終的に解決するのでは
ないので、承認の対象とならないと理解されてい る 。この大法院判決に
（２２）
従うと、非訟事件の中でも対立的当事者間の紛争でない裁判は、承認の
対象となる外国判決の概念に含まれないことになる。これについて第
２１７条の類推適用の可能性を検討する見解もあ る 。
（２３）
　他方、韓国の「債務者回生及び破産に関する法 律 」は、かつての属地
（２４）
主 義 から修正された普遍主義を採ることになり、外国倒産手続の裁判も
（２５）
承認の対象となる。承認の対象となる外国倒産裁判は確定裁判または終
局的裁判である必要はない。外国倒産手続の承認には韓国裁判所の承認
決定が必要となる（第６３２条）。これに関連して、大法院２０１０年３月２５日
（２２）　石・前掲注（１）国際私法研究、３４頁。
（２３）　金ウォンテ「外国家事裁判の承認・執行に関する問題の再検討」国際私法研
究第６号８２頁（２００１）はこれの類推適用を肯定する。金・前掲注（１９）５８７頁は非
訟裁判が外国裁判所の判決に含まれるとされる。
（２４）　２００５年３月３１日制定、法律第７４２８号。債務者回生及び破産に関する法律第５
編（第６２８条〜第６４２条）は国際倒産に関して規定しているが、これはUNCITRAL
の「国際倒産に関するモデル法」と、日本の「外国倒産処理手続の承認援助に関
する法律」（平成１２年法律第１２９号）の影響を受けたものである。
（２５）　かつての通説は、民事訴訟法第２１７条の確定判決には倒産手続裁判は含まれな
いとする。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─１０（ ）８０
付２００９マ１６００決 定 は、外国倒産手続において米国の倒産手続で下された
（２６）
米国裁判所の回生計画案の認可命令によって発生した免責効力の承認に
ついて、債務者回生及び破産に関する法律上の承認決定のアプローチで
はな く 、民事訴訟法第２１７条で定める外国判決の承認アプローチが採られ、
（２７）
またここでは認可命令を承認の対象とするため、前述の大法院２０１０年４
月２９日判決が定義する外国判決の概念との間で齟齬が生じるとの指摘が
あ る 。
（２８）
　２．国際裁判管轄権
　民事訴訟法第２１７条第１項第１号は、「大韓民国の法令又は条約による
国際裁判管轄の原則上その外国裁判所の国際裁判管轄権が認められるこ
と」を規定してい る 。したがって韓国の観点からみて外国の確定裁判等
（２９）
について外国裁判所が正当な国際裁判管轄権を有することが承認の要件
となる。これは間接管轄であり、その判断基準は韓国の国際私法上の国
際裁判管轄（直接管轄）の原則を意味する。すなわち、間接管轄と直接
管轄の基準は同一である。かつて間接管轄と直接管轄の基準については
同一の原則によるとするのが多数説であり、主流の判例であっ た 。間接
（３０）
管轄の有無を判断する基準時は、韓国の裁判所が承認するか否かについ
（２６）　石光現、法律新聞第３９７６号（２０１１年１０月２０日）１１頁。
（２７）　これに対して債務者回生及び破産に関する法律で定める承認決定アプローチ
が採られるべきであるとの批判がある。石光現『国際私法と国際訴訟〔第５巻〕』
５８７頁以下（２０１２）参照。
（２８）　米国裁判所の回生計画認可決定は対立的当事者に対する相互間の尋問が保証
された手続で下された裁判でもなく、さらに終局的裁判でもないことを指摘して
いる。石・前掲注（１）国際私法研究、３５─３６頁。
（２９）　旧民事訴訟法第２０３条第１号は、外国の裁判権の存在を外国裁判の承認要件
として規定していたが、多数説と判例は「裁判権」を国際裁判管轄として理解し
ていた。
（３０）　大法院１９９５年１１月２１日宣告９３タ３９６０７判決など。
外国判決の承認及び執行
（ ）８１（甲南法学’ １８）５８─３・４─１１
ての判断時であるとの見解が有力であ る 。
（３１）
　韓国の国際私 法 第２条第１項は「裁判所は、当事者又は紛争になった
（３２）
事案が大韓民国と実質的関連がある場合に、国際裁判管轄権を有する。
この場合、裁判所は実質的関連の有無を判断するに当たって、国際裁判
管轄配分の理念に付合する合理的な原則に従わなければならない。」と
定めている。また同条第２項は「裁判所は、国内法の管轄規定を斟酌し
て国際裁判管轄権の有無を判断しなければならないが、第１項の規定の
趣旨に照らして国際裁判管轄の特殊性を充分に考慮しなければならな
い。」と定めている。
　韓国の裁判所は直接管轄として国際裁判管轄権の有無を判断するに当
たって、当事者間の公平、裁判の適正、迅速及び経済に期するという基
本理念に基づき国際裁判管轄を決定しなければならず、具体的には訴訟
当事者の公平、便宜そして予測可能性のような個人的な利益だけでなく、
裁判の適正、迅速、効率及び判決の実効性などのような裁判所ないし国
家の利益もともに考慮しなければならず、このような多様な利益のうち
どのような利益を保護する必要があるか否かは、個別事件において法廷
地と当事者の実質的関連性及び法廷地と紛争になった事案との実質的関
連性を客観的な基準にして合理的に判断しなければならな い 。大法院が、
（３３）
（３１）　金・前掲注（１）４９８─４９９頁、李・前掲注（１）司法研究資料、２７２頁。
（３２）　韓国の国際私法（２００１年４月７日制定、第６４６５号）は、従前の渉外私法を全
面改正するものであり、国際裁判管轄に関する規定を新設することになった。と
ころが立法当時において国際裁判管轄に関する韓国の国内研究が充分ではなく、
ハーグ国際私法会議で民事及び商事事件における国際裁判管轄と外国判決の承認
及び執行に関する条約が成案中であったため、過度期的な措置として、第１章
（総則）に国際裁判管轄に関する一般原則（第２条）、第５章（債権）に消費者契
約（第２７条第４項〜第６項）、労働契約（第２８条第３項〜第５項）に国際裁判管轄
の個別規定を定めている。拙稿「韓国の国際私法〜財産法を中心として〜（１）
（２）（３）（４・完）」国際商事法務第３３卷第４号５０４頁以下、第５号６４６頁以下、
第６号７８８頁以下、第７号９５６頁以下参照（２００５年）。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─１２（ ）８２
国際裁判管轄の有無を判断するに当たって、諸事情を考慮して実質的関
連性を基準とすることは斟酌する管轄規定がない場合には認められるが、
そのような管轄規定がある場合にまで実質的関連性を基準にすることに
は慎重でなければならな い 。
（３４）
（３３）　大法院２００５年１月２７日宣告２００２タ５９７８８判決（韓国に住所を有して営業を営
む者が、米国のドメイン名の登録機関に登録・保有しているドメイン名に対する
米国の国家仲裁委員会の以前の判定に不服して提起した訴訟について、紛争の内
容が韓国と実質的関連性があるという理由で韓国裁判所の国際裁判管轄権を肯定
する。）
　　大法院２００８年５月２９日宣告２００６タ７１９０８判決（韓国会社が日本会社にロシアで
船積みした冷凍ニシンを、中国で引き渡すことにし、その代金は船積み当時の臨
時検品結果に基づいて臨時的に定めて支給するものの、引渡地で最終検品をして
最終価格を決めた後、臨時価格との差額を精算することにした売買契約で、その
差額の精算に関する紛争は、最終検品次第及びその結果が主に問題となるので、
引渡地である中国裁判所が紛争となった事案に最も実質的関連がある裁判所であ
るが、韓国裁判所にも当事者または紛争となった事案と実質的に関連があり、国
際裁判管轄権を肯定する。）
　　大法院２０１０年７月１５日宣告２０１０タ１８３５５判決（２００２年金海空港近くで発生した
中国航空機の墜落事故で死亡した中国人乗組員の遺族が、中国航空会社を相手に
韓国裁判所に損害賠償請求訴訟を提起した事案で、韓国裁判所の国際裁判管轄権
を肯定する。）
　　大法院２０１２年５月２４日宣告２００９年タ２２５４９判決（日本植民地時代に国民徴用令に
よる強制徴用されて日本会社たる三菱重工業（株）から強制労働に従事した韓国
の国民が、旧三菱の解散後、新たに設立された三菱重工業（株）を相手に、国際
法違反及び不法行為を理由とする損害賠償と未払い賃金の支給を求めた事案で、
韓国裁判所の国際裁判管轄権を肯定する。）
　　大法院２０１２年５月２４日宣告２００９タ６８６２０判決（韓国は日本と一緒に、一連の不
法行為の一部が行われた不法行為地であること、被害者である原告らがいずれも
大韓民国に居住しており、事案の内容が大韓民国の歴史及び政治的変動状況と密
接な関係があることなど、諸事情に照らしてみると、韓国は本件の当事者及び紛
争になった事案と実質的関連性があるというべきであり、したがって韓国裁判所
の国際裁判管轄権を肯定する。）
（３４）　石・前掲注（１）国際私法研究、２４頁。
外国判決の承認及び執行
（ ）８３（甲南法学’ １８）５８─３・４─１３
　間接管轄の判断が問題となった大法院２０１５年２月１２日宣告２０１２タ
２１７３７判決は、直接管轄に関する大法院判決を参照 し 、製造物の欠陥に
（３５）
より生じた損害を賠償した製造物の製造者等が製造者を相手に、外国裁
判所に求償金請求訴訟を提起した場合にも、製造者がその外国裁判所に
求償金請求の訴えを提起されることが合理的に予見することができるほ
ど、製造業者とその法廷地の間に実質的な関連性があるかを考慮しなけ
ればならない旨を判示した。
　当事者間の有効な仲裁合意にも関わらず、一方の当事者が仲裁合意に
反して外国で提訴した場合、相手方が仲裁合意の存在を主張したが、外
国裁判所がこれを無視して裁判したときには、その外国裁判は韓国で承
認されることができない。また間接管轄の場合、フォーラム・ノン・コ
ンビニエンスの法理は適用されな い 。
（３６）
　３．敗訴した被告への送達
　民事訴訟法第２１７条第１項第２号は、「敗訴した被告が訴状又はこれに
準ずる書面及び期日通知書又は命令を適法な方式に従って防御に必要な
時間の余裕を置き、送達を受けたか（公示送達又はこれに類似する送達
による場合を除く。）又は送達を受けなかったとしても訴訟に応じたこ
と」を定めている。これは外国の訴訟で防御の機会が得られず、敗訴し
た被告の利益を保護するためのものである。
　大法院２００３年９月２６日宣告２００３タ２９５５５判 決 は、訴状又はこれに準ず
（３７）
る書面及び期日通知書又は命令の送達について、訴状及び訴訟開始に必
（３５）　２００８年５月２９日宣告２００６タ７１９０８、７１９１５判決、大法院１９９５年１１月２１日宣告９３
タ３９６０７判決。
（３６）　当該外国裁判所が国際裁判管轄を有しないわけではないからである。石・前
掲注（８）３６１頁。
（３７）　２０１０年７月２２日宣告２００８タ３１０８９判決。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─１４（ ）８４
要な召喚状などをいうものであり、このような書類が適法に送達された
以上、その後の召喚などの手続が郵便送達または公示送達などの手続に
より進行されても承認の対象となりうると判示した。
　法条文は「適法な方式に従って」と定めているが、これは送達の書類
が適法な方式に従って作成されることを意味するのではなく、送達が適
法な方法で行われることを意味す る 。
（３８）
　敗訴した被告への送達は適法性と適時性を必要とする。送達の適法性
を判断する基準は裁判国法によ る 。これは、国際私法ないし国際民事訴
（３９）
訟法上の手続は法廷地法によるという原則が一般的に承認されているだ
けでなく、送達の当時に将来どの国で承認を求めることができるか否か
を知ることができないからであ る 。送達の書類に翻訳文の添付をしてい
（４０）
ない場 合 、送達の適法性については見解が分かれ る 。
（４１） （４２）
　送達の適時性も裁判国法によることが適切である。送達の適時性とは
「被告が欠席裁判の宣告を阻止するために必要な時間的な余裕を持つこ
とができるよう予め送達する必要がある」ことを意味す る 。大法院２０１０
（４３）
年７月２２日宣告２００８タ３１０８９判決は、法廷地たる裁判国で被告に防御す
（３８）　送達要件は被告の防御の機会を保障するためのものであるので、送達が多か
れ少なかれ不適法であっても、防御に支障がなければ送達の些細な不適法を理由
に承認及び執行を拒否すべきではない（主権侵害の場合は除く。）との批判がある。
石・前掲注（８）３６３頁、３７０頁。
（３９）　鄭炳碩「外国法院の我が国の国民に対する領事送達の適法如何」ソウル地方
弁護士会、判例研究第６集３０９頁（１９９３）は、承認国の法によるとする。
（４０）　石・前掲注（８）３６３頁。
（４１）　鄭・前掲注（３９）３１３頁は、翻訳文を添付していない送達は不適法であるとす
る。
（４２）　国際民事共助法は外国からの嘱託は韓国語で作成された翻訳文が添付されて
いることを共助の要件と定めていて（第１２条第６号）、ハーグ送達条約（第５条）
も中央当局は送達する文書が受託国の共用語として記載されるかまたは翻訳され
ることを要請することができる。
（４３）　石光現『国際私法と国際訴訟〔第１巻〕』（博英社、２００２）２９８頁。
外国判決の承認及び執行
（ ）８５（甲南法学’ １８）５８─３・４─１５
る機会を与えるために規定した送達に関する方式、手続に従わない場合
には適法な送達ではないと判示 し 、送達の適法性と適時性を充足してい
（４４）
るか否かは、裁判国法によることを明らかにした。
　送達の方法は承認国たる韓国の主権を侵害しない限り、法廷地法が定
める手続に従って適法に行われたものであれば足りる。敗訴した被告に
対する送達は公示送達またはこれに類似する送達によることはできな い 。
（４５）
大法院１９９２年７月１４日宣告９２タ２５８５判決は、ここでの送達は「通常の送
達方法」による送達、すなわち交付送達のみを意味すると判断した。と
ころが、条文の趣旨からみれば、民事訴訟法による通常の送達方法に限
定されるのではなく、被告である韓国の国民が実際に訴訟が提起された
事実を了知することができる送達方法であれば足りるので、交付送達だ
けでなく補充送達または留置送達も許容されるべきであろ う 。
（４６）
　なお、領事送達は自国民に対する場合に限って認められ る 。また被告
（４７）
が裁判国に送達代理人を置かない結果、司法共助の方式によって韓国に
送達をしてその裁判の承認及び執行が韓国で問題となる場合には、送達
（４４）　本件で、米国のワシントン州法がワシントン州外に住所を有する被告に６０日
の応訴期間を付与したのは、裁判地から遠く離れた地にいる被告のために答弁の
準備、証拠の収集、郵便物の到達期間などを考慮して、被告がその訴訟を実質的
に防御することができるように法定の期間を規定したものとみえるので、原告が
このような規定に従わず、ワシントン州外に住所を有する被告に２０日の応訴期間
のみを与えた召喚状を送達したのは、適法な方式による送達であるとはいえない
と判断したのである。
（４５）　旧民事訴訟法は、公示送達のみを規定していたが、その解釈において公示送
達とは韓国法上の公示送達に限定されるのではなく、送達されたものと擬制され
る送達方法を意味するとしていた。金・前掲注（１）５０１頁、崔・前掲注（１）司
法研究資料２７３頁。
（４６）　石・前掲注（８）３６４─３６５頁、鄭・前掲注（３９）３０８─３０９頁。
（４７）　韓国の政府は２０００年にハーグ送達条約に加入する際に第８条第２項による他
の締約国の外交官または領事を通して韓国へ送達する場合、自国民に対してのみ
これを認め、韓国民または第３国民に対しては反対する趣旨を宣言している。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─１６（ ）８６
の適法性は裁判国法、国際条約及び国際民事司法共助 法 に照らして適法
（４８）
なものでなければならない。したがって韓国の当事者に送達する際、ハ
ーグ送達条約の締約国の場合には中央当局を通し て 、それ以外の送達は
（４９）
国際民事司法共助法による外交経 路 を通すことになるため、外国裁判所
（５０）
または当事者による郵便などによる送達は不適法である。
　韓国裁判所が外国の当事者に郵便による送達をすることは、韓国が職
権送達主義を採ることから、従来、民事事件における送達を主権の行使
とみて、外国の主権を侵害するものとして理解してきてい る 。ところが、
（５１）
大法院２００６年３月２４日宣告２００４ド１１２７５判決は、日本などの生産業者が
外国で世界市場を対象に黒鉛電極の価格を決定・維持することに合意し、
その合意を実行することで、黒鉛電極の調達を輸入に依存していた韓国
の輸入業者に損害を与えた事案において、公正取引委員会が国内に住
所・居所・営業所又は事務所を有しない日本の会社に対し、公示送達と
郵便による送達をしたところ、大法院は、韓国の国内法を根拠に、郵便
による送達の方法で文書を送達することができる旨を判示し た 。しかし
（５２）
（４８）　１９９１年３月８日制定、法律第４３４２号。同法は、民事事件において外国への司
法共助嘱託手続と、外国からの司法共助嘱託に対する処理手続を規定することを
目的とする。
（４９）　韓国の政府は法院行政処をハーグ送達条約第２条の中央当局として指定して
いる。同条約第１０条は特別の送達方法３種を並べて、締約国が拒否の宣言をしな
い限り、その特別の送達方法も可能であるとしているが、韓国はこれについて拒
否の宣言をしている。したがって締約国がする郵便による送達は条約に反する。
石・前掲注（８）３６７頁。
（５０）　国際民事司法共助法による外国からの送達嘱託は送達をする場所を管轄する
第一審裁判所が管轄する（第１１条）。韓国の裁判所が共助を提供するためには一定
の要件を具備しなければならない（第１２条）。
（５１）　大法院１９９２年７月１４日宣告９２タ２５８５判決も、外国が韓国法人に自国の領事に
よる直接実施方式で送達したことは、韓国の裁判事務権を侵害したものとして、
適法な送達としての効力がないと判示した。
（５２）　石・前掲注（１）国際私法研究、３８頁。
外国判決の承認及び執行
（ ）８７（甲南法学’ １８）５８─３・４─１７
大法院判決が行政事件において国内法の規定を根拠に、外国へ郵便によ
る送達をすることができると判断したことに対して、従来の学説によれ
ば、郵便による送達は外国の主権を侵害するものとして不適法であ る 。
（５３）
　送達がなされなかった場合のそれに代わる応訴に関連して、大法院
２０１６年１月２８日宣告２０１５タ２０７７４７判決は、敗訴した被告が外国裁判所の
訴訟手続で実際に自分の利益を防御する機会を有するとみることができ
るとき は 、民事訴訟法第２１７条第１項第２号でいう被告の応訴がある旨
（５４）
を判示した。
　送達要件は被告の防御権を保護するためのものであるので、被告が実
際に防御する機会を有していたかが重要である。したがって管轄なしを
主張するための出席もここでの応訴に該当するかについては見解が分か
れる。応訴の有無の判断は裁判国でなく、承認国たる韓国法によ る 。
（５５）
　４．公序良俗
　（１）民事訴訟法第２１７条第１項第３号
　民事訴訟法第２１７条第１項第３号は、「その確定裁判等の内容及び訴訟
手続に照らしてその確定裁判等の承認が大韓民国の善良の風俗又はその
他の社会秩序に反しないこと」を定めている。旧民事訴訟法は「その判
決の効力を認めることが大韓民国の善良な風俗又はその他の社会秩序に
反しないこと」を規定していたが、２０１４年の改正により、実体的公序と
手続的公序を明示的に規定することになった。大法院２００４年１０月２８日宣
（５３）　石・前掲注（８）３６９頁。
（５４）　本件の米国訴訟は、訴えの提起以来、中間判決（summary judgment）を経
て終局判決が宣告されるまでに１年９ヶ月ほど継続されたが、被告は本件の米国
訴訟で訴訟代理人を選任及び改任し、訴状と召喚状などの訴訟関連書類の送達を
受け、様々な実体的・手続的主張と申請をするなど、自分の利益を守る機会を実
質的に保証された。
（５５）　石・前掲注（８）３７２頁。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─１８（ ）８８
告２００２タ７４２１３判決も、「外国判決の内容自体だけでなく、外国判決の成
立手続において公序に反しない場合も承認及び執行の拒否事由に包含さ
れること」と判示した。ここでの「成立手続」を、第２１７条第１項第３号
では「訴訟手続」と変更され、条文化されたのである。
　「善良の風俗又はその他の社会秩序」とは、民法第１０３条の国内的公
序とは異なりより狭い「国際的公序」を意味する。公序要件は韓国の基
本的な道徳的信念と社会秩序を保護するための非常手段の機能をするの
で、制限的に解釈しなければならな い 。他方、準拠法となる外国法を適
（５６）
用した結果が韓国の公序に反するときにはその適用を排除する国際私法
第１０条の公序に比較してみると、公序違反を理由に外国裁判の承認及び
執行を拒否するためにはより厳格な要件が要求され る 。
（５７）
　大法院２００９年６月２５日宣告２００９タ２２９５２判決は、外国裁判所で確定さ
れた離婚判決の離婚事由である婚姻の破綻が韓国の民法が定める離婚事
由でなく、この外国判決の財産分割の方式が韓国と差異があり、この外
国判決で支給を命じた配偶者扶養料が韓国では認められないという事情
だけでは、この外国判決の承認が公序に違反するといえないと判示し た 。
（５８）
　①　実体的公序
　公序に違反するか否かの審査においては主文だけでなく、判決理由も
考慮される。ところが実質的再審査の禁止の原則に照らしてみると、公
序に違反しているか否かを判断するために必要な範囲内で制限的には事
実関係を自ら調査することができる。前述の大法院２００４年１０月２８日判決
（５６）　石・前掲注（１）国際私法研究、３９頁。
（５７）　石・前掲注（８）３７４頁。
（５８）　盧泰嶽「判例を通してみた外国判決承認及び執行要件としての公序」晉山金
文煥先生停年記念論文集『第１巻：国際関係法の新しい地評』（法文社、２０１１）
５６８頁以下参照。
外国判決の承認及び執行
（ ）８９（甲南法学’ １８）５８─３・４─１９
もこの点を確認したのである。
　著しく過度な損害賠償を命じる外国裁判に関連して実体的公序が問題
となった下級審の判 決 では、外国判決の金額の中で一部のみを承認・執
（５９）
行し た 。従来、学説上は不法行為を理由とする著しく高額の懲罰賠償を
（６０）
命ずる米国判決の承認及び執行は韓国の公序に反するとみてい た 。とこ
（６１）
ろが、懲罰賠償であるからといって一律的に韓国での執行を拒絶するの
（５９）　ソウル地法東部支院１９９５年２月１０日宣告９３カハップ１９０６９判決は、被告の性
暴行などを理由に５０万ドルの損害賠償の支給を命じたミネソタ州裁判所の判決の
執行と関連して、韓国の損害賠償法の基準に照らして韓国で認められるだけの相
当の金額を著しく超過する部分に限っては、公序良俗に反することを理由に損害
賠償額の５０％のみの執行を許可した。
　　ソウル地法南部支院２０００年１０月２０日宣告９９カハップ１４４９６判決も、韓国会社た
る被告が米国会社たる原告のデザインに対する著作権侵害を理由に損害賠償の支
給を命じたニューヨーク州裁判所の判決に基づく執行判決の請求訴訟において、
類似の論理で５０％のみの執行を許可した。
　　富山高法２００９年７月２３日宣告２００９ナ３０６７判決（確定）は、カリフォルニア州裁
判所の判決が同州所在の工場で被告会社が製作した射出成形機での作業途中に事
故で死亡した訴外亡人の妻と子が原告として提起した訴訟において経済的損害と
非経済的損害等の賠償を命じた事案において、非経済的損害額に対する賠償は韓
国の損害賠償法体系において慰謝料に該当するので、原告が精神的苦痛を被った
ことは経験則上認められうるにもかかわらず全く認めないのは韓国の損害賠償法
体系に照らしても肯定することができず、経済的損害額は全額を承認し、非経済
的損害額は慰謝料の調節的機能を合理的に考慮した範囲内で１００，０００米ドルのみ
を承認した。
（６０）　これはハーグ国際私法会議の１９９９年予備草案と類似する。第３３条第２項は、
著しく過度な損害賠償を命じる裁判の場合、承認国の裁判所は一部の承認をする
ことができるが、承認する金額は承認国で裁判をしていたならば認められたはず
の金額より少なくてはならない。したがって裁判の一部のみを承認するか執行す
ることができる（第３４条）。
（６１）　梁炳晦「公序要件と懲罰的賠償判決に関して」一鑑法学 第４巻５２頁（１９９９）、
カンスミ「懲罰的損害賠償を命じた外国判決の承認・執行に関する考察」民事訴
訟第１２巻第２号１０９頁（２００８）など参照。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─２０（ ）９０
ではなく、そのうちの一部を損害の補償ないしは填補の機能をするとき
にはその範囲内で承認・執行をすることができるとの見解もあ る 。なお、
（６２）
これに関しては２０１４年の改正により民事訴訟法第２１７条の２が新設され
たので、後述する。
　ここで注目すべきことは、国際的訴訟競合と外国判決の承認及び執行
が問題となった事件として、強制徴用事件において憲法的価値違反を理
由に日本判決の承認を拒否した大法院２０１２年５月２４日宣告２００９タ２２５４９
判決であ る 。本件は、太平洋戦争末期、日本へ徴用され、原爆に被爆し
（６３）
た韓国人らが日本の三菱重工業（株）を相手に、①強制連行及び強制労
働、原子爆弾投下後の救護措置の不履行と安全帰国義務の違反を理由と
する損害賠償と、②強制労働期間の間、未払い賃金などの支払いを求め
る前訴を広島地方裁判所に提起して、１９９９年３月２５日同裁判所は、損害
賠償請求権は除斥期間が経過しており、未払賃金請求権は消滅時効が完
成された等の理由で、原告敗訴の判決を下した。原告は、これに不服し
て広島高等裁判所に控訴する一方、訴訟係属中の２０００年５月１日、韓国
の釜山地方法院に三菱重工業を相手に同一の内容の訴訟を再び提起した。
２００５年１月１９日、広島高等裁判所が控訴棄却判決を下したところ、これ
に不服して、原告は日本の最高裁判所に上告した。２００７年２月２日釜山
地方法 院 は、国際的訴訟競合に関して承認予測説に従いながらも、当該
（６４）
事件で日本の判決が承認されないものと予測して重複提訴であるとの抗
弁を排斥し、原告の請求を棄却したが、原告は釜山高等法院に控訴した。
他方、２００７年１１月１日日本の最高裁判所は、原告の権利があったとして
（６２）　カン・前掲注（６１）１０９頁、石・前掲注（８）３８０頁など参照。
（６３）　大法院２０１２年５月２４日宣告２００９タ２２５４９判決；大法院２０１２年５月２４日宣告
２００９タ６８６２０判決。石光現「強制徴用賠償に関する日本判決の承認可否」国際私法
研究第１９巻第１号１０３頁以下（２０１３）、胡文赫「外国判決の公序違反判断の対象に
関する研究」法学評論第６巻６０頁以下（２０１６）参照。
（６４）　釜山地法２００７年２月２日宣告２０００カハップ７９６０判決。
外国判決の承認及び執行
（ ）９１（甲南法学’ １８）５８─３・４─２１
も消滅時効ないし除斥期間の完成または韓日請求権協定に基づき消滅し
たことを根拠に、上告を棄却し、日本での判決が確定し た 。
（６５）
　韓国の控訴審の過程で、日本裁判所で進行された事件の判決が確定し
たため、２００９年２月３日釜山高等法 院 は、従前の訴訟確定判決の既判力
（６６）
の問題を判断することになって重複提訴であるか否かについては判断を
せず、日本裁判所の確定判決は、承認要件を充足するとみて、原告の請
求を棄却した。大法院は、「民事訴訟法第２１７条第３号は、外国裁判所の
確定判決の効力を認めることが大韓民国の善良の風俗又はその他の社会
秩序に反しないことを外国判決の承認要件の一つとして規定していると
ころ、ここで外国判決の効力を認めること、すなわち外国判決を承認し
た結果が大韓民国の善良の風俗又はその他の社会秩序に反しないかはそ
れを承認するか否かを判断する時点で、外国判決の承認が大韓民国の国
内法秩序が保護しようとする基本的な道徳的信念と社会秩序に与える影
響を外国判決が扱う事案と大韓民国との関連性の程度に照らして判断さ
れるべきであり、この際、その外国判決の主文だけでなく、理由及び外
国判決を承認する場合は発生する結果まで綜合して検討しなければなら
ない。」判示し、日本判決の理由は日本植民地時代の強制動員自体を不
法とみなす韓国憲法の核心的価値と正面から衝突するものであり、この
ような判決理由が含まれた日本の判決をそのまま承認する結果は、それ
自体で大韓民国の善良な風俗またはその他の社会秩序に反するものであ
ることが明らかであるため、韓国で日本判決を承認して効力を認めるこ
とができないと判示し た 。この大法院判決は、公序違反を理由に外国判
（６７）
（６５）　最高裁平成１９年１１月１日第一小法廷判決平成１７（受）１９７７。
（６６）　釜山高法２００９年２月３日宣告２００７ナ４２８８判決では、日本の確定判決は、大韓
民国の「善良な風俗又はその他の社会秩序」に反しないので承認することができ
ると判示した。
（６７）　大法院判決は日本判決の承認を拒否する理由として、日本帝国の朝鮮半島支
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決の承認を拒否するためには、当該事案と韓国との関連性の程度に照ら
して判断されるべきであることを明らかにしている。
　②　手続的公序
　外国で裁判が行われたとしても韓国法の手続的基本原則が外国の訴訟
手続で侵害された場合、外国裁判の承認は手続的公序に反する。例えば、
外国裁判所の独立性が保障されていない場合、外国裁判所が当事者に防
御の機会を与えないか、又は当事者が適法に代理していない場合、ある
いは詐欺（欺罔）によって外国裁判が獲得された場合にはその外国裁判
の承認は韓国の手続的公序に反す る 。
（６８）
　前述の大法院２００４年１０月２８日判決は、「偽造及び変造ないしは廃棄され
た書類を使用したかまたは偽証を利用するような詐欺的な方法で、外国
判決を得たという事由は、原則的に承認及び執行を拒否する事由となる
ことができないが、ただし、再審事由に関する民事訴訟法第４５１条第１
項第６号、第７号、第２項の内容に照らしてみると、被告が判決国の法
廷で上記のような詐欺的な事由を主張することができなかったかまたは
処罰される詐欺的な行為に対して有罪の判決のような高度の証明がある
場合に限り、承認または執行を求める外国判決を無効化する別途の手続
を当該判決国で経ていなかったとしても、直ちに韓国で承認ないし執行
を拒否することはできる」と判示した。これは外国判決の内容自体だけ
でなく、外国判決の成立手続において公序に反する場合も承認及び執行
の拒否事由になることを判断したのである。
　他方、同一の当事者間における同一の事件について先行の裁判が存在
配は規範的観点から不法的な強占であり、原告の個人請求権はもちろん韓国の国
民に対する外交的保護権も請求権協定によって消滅していなかったとの趣旨で判
断した。
（６８）　石・前掲注（８）３９０頁。
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する場合にはそれと抵触する外国裁判の承認が問題となる。これについ
て民事訴訟法に明文の規定はない。財産法上の事件ではないが、大法院
１９９４年５月１０日宣告９３ム１０５１判決では、「同一の当事者間における同一の
事件について大韓民国で判決が確定された後に再び外国で判決が宣告さ
れ、確定されたならば、その外国裁判は大韓民国判決の既判力に抵触す
るものであり、大韓民国の善良の風俗その他の社会秩序に違反し、民事
訴訟法第２０３条第３号に定める外国裁判の承認要件を欠缺した場合に該
当する」と判示し、先行する韓国裁判所の判決と両立できない外国裁判
は手続的公序に反するものとして承認できないと判断した。
　（２）損害賠償に関する確定裁判等の承認
　民事訴訟法第２１７条の２では「損害賠償に関する確定裁判等の承認」
という表題のもとで、第１項は「裁判所は、損害賠償に関する確定裁判
等が大韓民国の法律又は大韓民国が締結した国際条約の基本秩序に著し
く反する結果をもたらす場合には、当該確定裁判等の全部又は一部を承
認することができない。」と定めている。これは、懲罰的損害賠償のよ
うに、損害填補の範囲を超過する賠償額の支払いを命じる外国裁判所の
確定裁判等の承認を適正範囲で制限するために設けられた規定であ る 。
（６９）
（６９）　まず、国会法制司法委員会の審査報告書によると、２０１３年１１月８日議員立法
として「外国裁判所の判決が大韓民国の法秩序または善良な風俗に違背するか否
かを、国内裁判所に職権で調査させることで、外国裁判所の不当な裁判や判決か
ら国内企業を保護」するという目的の下で、「ただし、損害填補の範囲を超える損
害賠償を命じた外国裁判は、その超過範囲で大韓民国の善良な風俗またはその他
の社会秩序に違反したものとみなす」という条項の新設が発議された。これに対
して法制司法委員会の専門委員は、懲罰的損害賠償などの損害填補の範囲を超過
する賠償を命じた外国裁判を、その超過範囲で無条件に効力を否定する場合、国
内法との衡平に反して差別であるとの批判を受けられるとの理由などで、改正案
の損害賠償額の制限については慎重に検討する必要があるという意見を提示し、
これに法制司法委員長は２０１４年４月２８日、裁判所の解釈に従って具体的に運用す
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これは韓国の通説と既存の判 例 を受け入れたものであり、ドイツ判例で
（７０）
用いる「基本秩序」という用語を導入してその範囲を明確にしたもので
あ る 。韓国の通説的見解によると、懲罰的賠償は被害者が被った損害の
（７１）
程度とは関係なく、加害者の制裁と一般的な予防を目的とするので、少
なくとも相当な金額を超える限度ではその承認及び執行が韓国の公序に
反すると主張す る 。
（７２）
　懲罰的賠償が問題となった水原地方法院２００９年４月２４日宣告２００７かハ
ップ１０７６判決は、約定保証金とその２倍相当の懲罰的損害賠償金の支給
を命じるワシントン州裁判所の判決に基づく執行判決の請求事件におい
て、懲罰的損害賠償金とその遅延利息の支給を命じる部分は執行を不許
可した。この判決は厳密には数倍賠償ないし不法行為を理由とする典型
的な懲罰賠償に関する事案ではな い 。韓国では３倍賠償を認める法 律 が
（７３） （７４）
ることができる修正案として、現行の条文である第２１７条の２を発議した。
　　当初法律には「損害填補の範囲を超過する損害賠償を命じた外国裁判」を対象
とすることを明示したが、最終的に可決された条文には「損害賠償に関する確定
裁判等」のみを明示することにより、損害填補の範囲を超過するか否かにかかわ
らず、損害賠償を命じた外国裁判全般をすべて承認制限の対象と規定した。また、
法制司法委員会は、当初、「損害填補の範囲を超過する部分が自動的に公序良俗に
違反する」という文言を削除し、具体的な事案で衡平性を考慮した裁判所の裁量
的判断ができるようにした。李圭鎬、法律新聞第４２５２号（２０１４年９月４日）、１１頁。
（７０）　大法院２０１２年５月２４日宣告２００９タ２２５４９判決。
（７１）　ハーグの管轄合意条約第１１条第１項は、「判決が当事者に懲罰的損害賠償を包
含して実際に被った損失又は損害を填補するのではない損害賠償を認容する場合
に判決の承認又は執行はその範囲内で拒否されうる」ことを規定している。第１１
条は損害賠償判決が実損害額を超過することが明らかな場合にのみ適用される。
したがって民事訴訟法第２１７条の２の規定が、ハーグの管轄合意条約第１１条第１項
に照らして、外国判決の承認及び執行をより容易にするのではないかとの疑問が
生じうる。したがって「基本秩序」を導入することでその範囲を明確に具体的に
定めたことを明らかにしている（第１９代国会第３２３回国会法制司法委員会１次法案
審査第１小委員会会議録（２０１４年４月１７日）３３頁）。
（７２）　梁・前掲注（６１）４７頁、石・前掲注（８）３８０頁。
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導入されているのが現状であり、３倍賠償を認める外国裁判が韓国法の
基本秩序に著しく反する結果をもたらすとはいいがたいだろう。
　民事訴訟法第２１７条第１項第３号で定める公序との関係をみると、外
国裁判の承認要件について損害賠償に関する確定裁判等には追加的な承
認要件を加えるためのものではない。ただ、立法過程では、損害賠償に
対する確定裁判等の承認条文を公序要件に対するただし書規定とするか、
それとも別途の条文として立法することが妥当であるかについて議論が
あっ た 。そのため大韓民国の法律の基本秩序または大韓民国が締結した
（７５）
国際条約の基本秩序、すなわち国内法秩序を「大韓民国の善良な風俗又
はその他の社会秩序」と同一線上で見ることが難しいこと、そして外国
裁判の承認要件にただし書規定を置くことが適切であるか否かに対する
論難があったことを考慮し、最終的には別途の条文として設けられたの
であ る 。
（７６）
　民事訴訟法第２１７条の２の規定は、損害賠償に関する外国の確定裁判
等が大韓民国の法律の基本秩序または大韓民国が締結した国際条約の基
本秩序に「著しく反する結果をもたらす」場合に適用される。外国判決
の承認及び執行において公序違反の問題は、第２１７条第１項第３号の公序
と第２１７条の２の適用関係をどのように理解するかが重要である。
　大法院２０１５年１０月１５日宣告２０１５タ１２８４判決は、韓国企業である被告が
（７３）　石・前掲注（８）３８２頁。
（７４）　例えば、下請取引公正化に関する法律第３５条、期間制及び短時間勤労者保護
等に関する法律第１３条など。
（７５）　立法論議過程において法の根本的原則（fundamental principles of the law）
という表現が検討された。尹・ソングン「外国判決及び仲裁判定の承認要件とし
ての公序違反」国際私法研究第２０巻第２号４４３頁注１２（２０１４）。
（７６）　李・前掲注（１）国際私法研究、１２１頁。尹・前掲注（７５）４４３頁では、この
ような規定の方式が１９２７年ジュネーブ条約（Convention on the Execution of 
Foreign Arbitral Awards）第１条ｅ項で公序と法の原則を並置したことを連想さ
せるという。
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米国市場に輸出した紙幣計数機が原告の特許権を侵害したとの理由で、
米国の裁判所が被告に原告の逸失利益相当の損害賠償を命じた判決の承
認に関する事案において、米国判決は、被告が原告の紙幣計数機に関連
する特許１８件のうち３件の特許侵害を認めたが、米国特許法上特有の制
度である全示場価値法（Entire Market Value Rule）を適用して侵害特
許３件の全体の売上高の損失の寄与率をほぼ１００％に認め、被告の推定
営業利益５０％以上を逸失利益として算定して１，１００万米ドル以上の損害
賠償を命じた。大法院は、全示場価値法が韓国の特許法上の損害額算出
方式と差異がなく、米国判決上の原告の損害額は、すべて填補的損害賠
償額に該当することを理由に、民事訴訟法第２１７条の２を適用せず、米
国の判決を制限することなくすべて承認した原審判決を認めたのである。
　また、大法院２０１６年１月２８日宣告２０１５タ２０７７４７判決は、承認の対象と
なる米国判決が、韓国人の被告が所有する純血種雌馬を米国人原告が１５
万米ドルに買収するという購買提案書（Offer to Purchase）に被告が署
名したが、これを覆し、第三者にこの雌馬を売り渡した事案において、
米国裁判所はコモンロー上の約因（Consideration）理論によって売買契
約が成立したことを認め、原告が売買契約の履行として、検疫検査の準
備、送金の準備などを考慮して、逸失利益、健康検診費など追加支出費
用、法律顧問費用、訴訟費用などの合計６３９，０４４米ドルと遅延損害金な
どの損害賠償を命じた。米国裁判所は、信頼利益として支出費用の賠償
に加えて、原告が将来において雌馬を売却した場合の予想売却利益、す
なわち履行利益まで賠償を命じており、その金額は、当初の買収希望価
格の３倍を超える約４８万米ドルであった。大法院は、外国裁判所の確定
裁判等が、当事者が実際に被った損害を填補する損害賠償を命ずる場合
には、民事訴訟法第２１７条の２第１項に基づき承認を制限することがで
きないと判示した。
　この二つの大法院の判例によると、外国裁判所の確定裁判等が当事者
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の実際に被った損害を填補する損害賠償を命ずる場合には、民事訴訟法
第２１７条の２第１項に基づき承認を制限することができな い 。外国裁判
（７７）
所の確定裁判等が当事者の実際に被った損害を填補する損害賠償を命ず
る場合において、それが韓国の法秩序からみれば、３倍訴訟に関連する
法律が存在するときにも、もしくは実際には３倍訴訟に該当するときに
も、民事訴訟法第２１７条の２第１項に基づきその承認を制限するか否かに
ついて、今後はさらなる検討を要する。
　なお、民事訴訟法第２１７条の２第２項は、「裁判所は、第１項の要件を
審理するときには、外国裁判所が認めた損害賠償の範囲に弁護士報酬を
始めとして訴訟と関連のある費用と経費が包含されるか及びその範囲を
考慮しなければならない。」と定めている。これは、外国裁判所が認容し
た損害賠償が訴訟に関連する費用と経費を填補するか否かと、その範囲
を考慮しなければならないと規定するハーグの裁判管轄合意条約第１１条
第２項をモデルにしたものである。外国判決による弁護士報酬をはじめ、
訴訟費用が過度に多い場合にも韓国の社会秩序に反すると判断して、そ
の部分に対する承認を一部拒否しようとする趣旨であるようにみえ る 。
（７８）
これはたとえ填補的損害賠償であっても弁護士報酬その他の訴訟費用が
過度に多い場合にはその承認を制限することで韓国の企業を保護しよう
とする趣旨であると推測できよ う 。
（７９）
（７７）　崔ウヨン、法律新聞第４４７１号（２０１６年１２月１５日）、１１頁。
（７８）　民事訴訟法法律一部改正法律案、民事執行法法律一部改正法律案（李クンヒ
ョン議員代表発議、第７６６７、第７６７３号）に対する２０１４年２月の検討報告書、１１頁
は、第２１７条第２項「外国裁判所が認容する弁護士報酬をはじめ訴訟費用が過度に
多いと判断した場合にはその範囲で承認を拒否することができる。」に関するも
のである。
（７９）　石・前掲注（１）国際私法研究、６２頁。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─２８（ ）９８
　５．相互保証
　民事訴訟法第２１７条第１項第４号は、「相互保証があるか又は大韓民国
とその外国裁判所が属する国家にとって確定裁判等の承認要件が著しく
均衡を喪失することなく重要な点において実質的に差異がないこと」を
定めてい る 。
（８０）
　旧民事訴訟法は相互の保証があるこ と を定めていた。大法院１９７１年１０
（８１）
月２２日宣告７１タ１３９３判決は「相互保証があること」とは外国が条約又は
国内法によって韓国判決の当否を調査することなく、旧民事訴訟法第
２０３条の規定と同じであるか、またはそれよりも寛大な条件の下で、韓
国判決の効力を認める場合である旨を判示した（同一または寛大条件説）。
その後、１９７１年大法院判決より緩和された見解を採る下級審の判決があ
り、大法院もこれを黙認すると解釈された が 、大法院２００４年１０月２８日宣
（８２）
告２００２タ７４２１３判決は、韓国と外国との間に同種の判決の承認要件が著
しく均衡を喪失せず、外国で定めた要件が韓国で定めたそれよりも全体
（８０）　韓国の判例は大体においてドイツ（ソウル高等法院１９８５年２月１４日宣告８４ナ
４０４３判決）、日本（大法院１９８５年５月１４日宣告８５タカ５８６判決）、台湾（大法院１９６８
年１２月３日宣告６８タ１９２９判決）、米国のニューヨーク州（大法院１９８９年３月１４日宣
告８８ム１８４、１９１判決）、カナダのオンタリオ州（大法院２００９年６月２５日宣告２００９タ
２２９５２判決）とは相互保証があるとみている。他方、オーストラリア（大法院１９８７
年４月２８日宣告８５タカ１７６７判決）とは相互保証がないとみていたが、１９９９年に大
韓民国とオーストラリア間の民事司法共助条約（発効日２０００年１月１６日、オース
トラリア、第１５０４号、２０００年１月１７日）が締結され、相互主義が存在するものと
みている。法院公務員教育院『国際家族関係登録実務』（２０１６）３２頁。
（８１）　相互保証を要求する趣旨は、韓国のみが一方的に外国裁判を承認及び執行を
することで被る不利益を防止し、国際関係において衡平を図り、韓国の裁判を承
認及び執行をしない国に対する報復を加える意味で、当該外国に韓国裁判の承認
及び執行要件を緩和させることで、外国の承認及び執行の要件と韓国の要件とが
均衡がとれるための政策的なものである。石・前掲注（８）３９７頁。
（８２）　ソウル地法東部支院１９９５年２月１０日宣告９３カハップ１９０６９、大法院１９９７年９
月９日宣告９６タ４７５１７判決。
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（ ）９９（甲南法学’ １８）５８─３・４─２９
として過重でなく、重要な点において実質的にほとんど差異がない程度
であれば、相互保証の要件を具備したとみることが相当である旨を判示
し、その基準を緩和した（重要条件同等説）。後者の判決が判例として定
着されるようになっ た ことから、２０１４年改正ではこのような既存の判例
（８３）
の立場が反映されたのであ る 。
（８４）
　相互保証の有無は同一の種類または内容の判決に対して判断しなけれ
ばならな い 。すなわち身分判決または財産判決のような一定の種類の判
（８５）
決に関してのみ相互保証が認められ る 。このような部分的相互保証の概
（８６）
念を下級 審 でも受け入れていた。前述の大法院２００４年１０月２８日判決も
（８７）
「このような相互保証は、外国の法令、判例および慣例などによって承
（８３）　大法院２００９年６月２５日宣告２００９タ２２９５２判決、大法院２０１３年２月１５日宣告
２０１２ム７３判決、大法院２０１６年１月２８日宣告２０１５タ２０７７４７判決、大法院２０１７年５月
３０日宣告２０１２タ２３８３２判決。
（８４）　国際民事司法共助法第４条は、相互主義という表題の下で「司法共助に関す
る条約が締結されていない場合であっても司法共助を嘱託する外国裁判所が属す
る国家が同一又は類似の事項に関して大韓民国の裁判所の司法共助嘱託に応じる
と保証をした場合にはこの法律を適用する。」と規定している。この条文から類
推できるように、相互保証という用語から従前の大法院判例を導き出すことは限
界が感じられる。したがって２０１４年改正の際に、相互保証という用語を削除する
ことで国際的に生じうる誤解をなくすため、従前の規定と同じように、相互保証
という用語をそのまま維持しながらも、相互保証という概念で現行判例を導く出
すことには限界があることを認識して、大法院判例で緩和された概念の相互保証
も包摂する形態として立法されたものである。李・前掲注（１）国際私法研究、
１１８─１１９頁。
（８５）　ソウル民事地方法院１９６８年１０月１７日宣告６８カハップ６２０判決は、売買代金の
支給を内容とする裁判所上の和解の執行と関連して相互保証を肯定し、多くの下
級審判例もこれに従っている（これを否定する下級審判決もある）。
（８６）　金銭判決と離婚判決について相互保証の有無を同一視することはできず、米
国裁判所の金銭判決であっても統一外国金銭判決承認法が適用される金銭判決と、
同法が適用されない養育費支給判決の場合には相互保証の有無を別に判断しなけ
ればならない。石・前掲注（８）４０１頁。
（８７）　ソウル地法東部支院１９９５年２月１０日宣告９３カハップ１９０６９判決、ソウル高等
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─３０（ ）１００
認要件を比較して認められれば十分であり、必ずしも当事国との条約が
締結されている必要はなく、当該外国で具体的に韓国の同種の判決を承
認した事例がなくても、実際に承認することを期待することができる状
態であれば十分である。」と判示し、相互保証の有無について韓国と外国
との間に同種判決の承認要件を比較することを明確にし た 。
（８８）
　大法院２０１２年２月１５日宣告２０１２ム６６判決は、米国オレゴン州裁判所に
離婚確定判決が外国判決の承認要件として「相互保証」の要件を満たし
ていることが問題となった事案において、離婚判決の承認に関する韓国
法とオレゴン州法のみを比較して判決を承認する原審を支持した。とこ
ろが、本件で問題となるのは、養育者を被告として指定したオレゴン州
の判決が韓国で効力があることを前提に、被告が子の引渡しを求める反
訴請求であるので、韓国裁判所としては同種の判決、すなわち養育者指
定の判決に関する相互保証の有無を検討すべきであったこと、さらに養
育者指定が離婚判決を前提とするものなので、離婚判決に関する承認に
関する相互保証の有無も検討すべきであったとの見解があ る 。
（８９）
　相互保証の要件については、外国裁判が内容上正当であっても相互保
証がないという理由のみで承認を拒絶するので、報復の性格を有するだ
けであり、正当な権利を有する外国裁判で勝訴した者を保護することが
できないという不合理な結果をもたらすといえよ う 。
（９０）
法院１９９５年３月１４日宣告９４ナ１１８６８判決。
（８８）　１９９９年１１月５日宣告９９カハップ２６５２３判決は、原告が被告を相手に中国裁判
所に信用状代金の支給請求の訴えを提起したが敗訴した後、再び韓国に同一の内
容の訴えを提起した事案において、韓国と中国との間に相互保証があることを認
めて、人民法院裁判の既判力に抵触されることを理由に請求を棄却した。ところ
が、中国の広東省深圳市中級人民法院２０１１年９月３０日、韓国裁判所の判決に対す
る承認及び強制執行の申請に対して詳細な理由を明らかにせず、韓中間に関連の
条約がなく、互恵関係がないことを理由に請求を棄却した。
（８９）　石・前掲注（１）国際私法研究、４６頁。
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（ ）１０１（甲南法学’ １８）５８─３・４─３１
　６．職権調査義務
　民事訴訟法第２１７条第２項は、「裁判所は、第１項の要件が充足された
かについて職権で調査しなければならない。」と定めている。従来の学
説上、外国裁判の承認要件のうち、特に送達要件が職権調査事 項 である
（９１）
か、それとも抗弁事項である か については異論があった。送達要件につ
（９２）
いては、大法院２０１０年７月２２日宣告２００８タ３１０８９判決が職権調査事項で
あることを明らかにした。民事訴訟法第２１７条第２項は、大法院判例に
従い、外国裁判の承認要件が職権調査事項であることを定めたのであ る 。
（９３）
Ⅳ　外国裁判の強制執行
第２６条（外国裁判の強制執行）①外国裁判所の確定判決又はこれと同一
の効力が認められる裁判（以下「確定裁判等」という。）に基づく強制執
行は、大韓民国の裁判所で執行判決をもってその強制執行を許可すること
で、することができる。　
②執行判決を請求する訴えは、債務者の普通裁判籍がある地の地方裁判所
が管轄し、通常裁判籍がないときには、民事訴訟法第１１条の規定によっ
て債務者に対する訴えを管轄する裁判所が管轄する。　
第２７条（執行判決）①執行判決は、裁判の是非を調査せずしなければな
らない。
②執行判決を請求する訴えは、次の各号のうちのいずれかに該当する場合、
却下しなければならない。
（９０）　特に、身分法上の外国裁判の場合には跛行的法律関係をもたらす問題点があ
る。石・前掲注（８）３９８頁。
（９１）　金祥源ほか編『注釈民事訴訟法（Ⅲ）』韓国司法行政学会（１９９７）２１５頁、金・
前掲注（１）５００頁、崔・前掲注（１）司法論集、３４９頁。
（９２）　外国判決の承認要件としての送達要件は抗弁事項であるとする見解は、石・
前掲注（８）３７３頁。
（９３）　李・前掲注（１）国際私法研究、１１８─１１９頁。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─３２（ ）１０２
１．外国裁判所の確定裁判等が確定したことを証明していないとき
２．外国裁判所の確定裁判等が民事訴訟法第２１７条の条件を備えていない
とき
　外国裁判所の判決を執行するためには、韓国裁判所の執行判決（exe-
quatur）を求める訴訟を提起しなければならない。この際、執行判決の
請求の訴えを審理する裁判所は、外国裁判所で進行された裁判の是非を
調査することなく、一定の要件が充足するか否かのみを調査する。民事
執行法第２６条第１項が定める執行判決制度は、裁判権を有する外国裁判
所の判決で確認された当事者の権利を韓国で強制的に実現しようとする
場合に、再び訴えを提起するなど、二重の手続を強要することなく、外
国の判決を基礎とするものの、単に韓国で判決の強制実現が許可された
かのみを審査し、これを承認する執行判決を得ることで、権利が円滑に
実現されることを希望する当事者の要求を国家の独占的・排他的強制執
行権の行使と調和させ、その間で適切な均衡を図ろうとする趣旨から出
たものであ る 。
（９４）
　執行の対象となるのは承認要件を満たす履行判決である。しかし確認
判決または形成判決に対しても執行判決ができるかについては意見が分
かれるが、韓国の有力説と判例は法律関係を明確にする実益があるとき
には執行判決を求めることができるとす る 。特に形成判決である離婚判
（９５）
決に基づく戸籍簿への記載をいわゆる広義の執行と説明す る 。２０１４年改
（９６）
正により、外国裁判には外国裁判所の判決だけでなく、多様な決定など
その他の裁判についても国内執行の対象に含まれるようにするものであ
（９４）　大法院２０１０年４月２９日宣告２００９タ６８９１０判決、大法院２０１７年５月３０日宣告
２０１２タ２３８３２判決。
（９５）　崔・前掲注（１２）４０４頁。
（９６）　石・前掲注（８）４１７頁。
外国判決の承認及び執行
（ ）１０３（甲南法学’ １８）５８─３・４─３３
るが、執行の対象が非訟裁判又は対審構造によらない裁判まで拡大され
るおそれがあるので、執行対象の範囲を確定判決またはこれと同一の効
力が認められる裁判に対して執行判決をもってその強制執行を許可する
ことで、することができるものとされ た 。
（９７）
　外国裁判所の確定裁判等を承認した結果が善良な風俗またはその他の
社会秩序に反するか否かを審理するという名目で、実質的に確定裁判等
の是非を全面的に再審査することは、民事執行法第２７条第１項に反する
だけでなく、外国裁判所の確定裁判等について別途の執行判決制度を置
いた趣旨にも反するので許されな い 。民事執行法は外国裁判の執行にお
（９８）
いてこれを命じるが、外国裁判の承認の場合にも実質再審査が禁止され
る。
　韓国の多数説は、執行判決の請求訴訟の法的性 質 に関係なしに、外国
（９９）
裁判だけでは執行力が顕在化されておらず、執行判決は執行の基本であ
る請求権の存否と範囲を確定するものではないので、執行判決とその根
拠たる外国裁判が一体として執行権原となるとされ る 。
（１００）
　大法院２０１７年５月３０日宣告２０１２タ２３８３２判決は、外国裁判所で特定の
義務履行のための命令とともに、訴訟に係る弁護士報酬及び費用の支給
を命じる判決がある場合、弁護士報酬及び費用の支給を命ずる部分に対
する執行判決が許容されるか否かは、特定の義務履行に対する命令とは
（９７）　旧民事執行法第２６条第１項では「①外国裁判所の判決に基づく強制執行は、
大韓民国の裁判所で執行判決をもってその適法さを宣告することで、することが
できる。」と規定していた。この際、その適法さが強制執行の適法さであるのか、
それとも外国裁判の適法さであるかについての議論の余地があったからである。
（９８）　大法院２０１５年１０月１５日宣告２０１５タ１２８４判決。
（９９）　履行訴訟説、確認訴訟説と形成訴訟説があるが、後者の二つの説が有力説で
ある。確認訴訟説は、外国判決が本来有する執行力の存在を確認するものであり、
形成訴訟説は本来韓国の国内で執行力を有しない外国裁判に対して国内で新たに
執行力を付与する訴訟上の形成訴訟であるとする。石・前掲注（８）４１８頁。
（１００）　金・前掲注（１）５１５頁など。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─３４（ ）１０４
別途に、その部分自体として民事執行法第２７条第２項が定める要件を満
たしているかをみて判断しなければならないと判示した。
Ⅴ　家事事件と非訟事件における外国裁判の承認・執行
　１．民事訴訟法第２１７条が直接適用されるか否か
　民事訴訟法第２１７条（またはそれに相当する旧民事訴訟法第２０３条）が、
身分に関連する外国判決にも適用されるかについて、直接適用される見
解と、これを否定しつつ類推適用または条理によって類似の要件を求め
るが、送達要件と相互保証の要件は除く見解などがあ る 。従来の判 例 と
（１０１） （１０２）
戸籍実 務 は、民事訴訟法第２１７条が身分関連外国判決にも適用されると
（１０３）
している。
　大法院１９８８年４月１２日宣告８５ム７１判決では、外国離婚判決について民
事訴訟法第２１７条の直接適用説の立場を採っている。ところが家事事件
の外国判決にも相互保証を要求すると、跛行的な法律関係が発生する可
能性が大きくなるため、これを緩和する必要があるといえよう。
（１０１）　学説は康鳳洙「渉外家事事件の諸問題」渉外事件の諸問題（下）裁判資料第
３４輯（１９８６）３２０─３２１頁、金スヒョン「外国離婚判決の承認及び執行」民事判例研
究第１１巻４３１頁以下（１９８９）、金・前掲注（２３）８２頁以下、韓スクヒ「国際家事事
件の国際裁判管轄と外国判決の承認及び執行─離婚を中心に─」国際私法研究第
１２号３９頁以下（２００６）、李ビョンファ「国際離婚に関する国際私法的考察」ジャス
ティス通巻第１３７号４１６頁以下（２０１３）、金ヒドン「外国離婚裁判の承認」江原法学
第４４巻９９頁以下（２０１５）など参照。
（１０２）　大法院１９７１年１０月２２日宣告７１タ１３９３判決、大法院１９８９年３月１４日宣告８８ム
１８４、１９１判決、大法院２００９年６月２５日宣告２００９タ２２９５２判決（韓国とカナダのオン
タリオ州の間に互いに相手国判決の効力を認める相互保証があるとした）。
（１０３）　これについては、朴東渉『注釈家事訴訟法』（博英社、１９９８）８６３─８６４頁など 
参照。
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（ ）１０５（甲南法学’ １８）５８─３・４─３５
　２．執行判決が必要であるか否か
　家族関係登録簿（従前の戸籍簿）に記載するため、外国裁判所の家事
判決にも執行判決が必要であるかについて、かつての有力説と判例は、
法律関係を明確にする実益がある履行判決でなくても執行判決を求める
ことができるとみて、特に形成判決である離婚判決に基づく家族関係登
録簿の記載を「広義の執行」とみて、執行判決を求めるような理論構成
をしてい た 。したがって韓国は身分関連の外国判決についても執行判決
（１０４）
を求めることで裁判所が承認要件を審査することになる。ただし、離婚
判決については後述の大法院例規によって執行判決を求めない例外を認
めてい る 。家族関係登録簿への記載は本来の執行ではないので、外国判
（１０５）
決による身分関係の変動を記載するために執行判決をも要求することは
適切ではないといえよ う 。
（１０６）
　大法院１９７１年１０月２２日宣告７１タ１３９３判決は、原告と被告はいずれも韓
国人であり韓国で婚姻した後、原告は度米してネバダ州で居住しながら
（１０４）　金・前掲注（１）５１６頁、崔・前掲注（１２）４０４頁。
（１０５）　家族関係登録例規と従前の戸籍先例は、離婚判決は執行判決が必要でない
との立場（家族関係登録例規第４１９号、従前の戸籍先例３─３１７）、その他の判決は
必要であるとの立場（離婚無効判決は従前の戸籍先例２００１０９─４、婚姻無効また
は取消判決は従前戸籍先例１─２００、認知判決は従前の戸籍先例２００３１０−４）を見
せている。従前の戸籍先例は「執行判決の対象となる外国判決とは、司法上の法
律関係に関する訴訟に対して裁判権を行使する権限を有する外国の司法機関が行
った終局的裁判をいうものであり、他方、英米法国家では裁判所等の国家機関が
当事者間の養子縁組の手続に介入して養子縁組決定（判決）をしなければ養子縁
組が成立しないものとしているところ、このような法制下での養子縁組決定（判
決）は国家が後見的事務として行う行政作用に過ぎないため、当事者間の紛争を
前提にする訴訟に対する終局的裁判とはその性質が異なるので、執行判決の対象
とならないというべきであり、米国裁判所の養子縁組決定（判決）を添付して養
子縁組宣告をするに当たっては執行判決を得る必要がないといえる」としている
（従前の戸籍先例４─２５）。法院公務員教育院・前掲注（８０）３２頁。
（１０６）　石・前掲注（８）４２７頁。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─３６（ ）１０６
韓国に居住する被告を相手に離婚訴訟を提起し、被告が欠席したまま離
婚判決が確定した後、原告がこの離婚判決に対する執行判決を韓国裁判
所に求めた事案において、米国のネバダ州裁判所の離婚判決は旧民事訴
訟法第２０３条第４号の相互保証がないので、旧民事訴訟法第４７７条によっ
てその執行判決を請求する訴えは却下されるべきであると判示し た 。こ
（１０７）
の１９７１年大法院判決は離婚判決の執行判決を許容することを前提とする
趣旨で判断していたといえよう。
　ところが、米国裁判所による離婚判決を得た在米韓国人の場合、相互
保証がないことを理由に米国判決に基づく戸籍記載をすることができず、
再び韓国で離婚訴訟を提起しなければならないとの不満が大きくなるに
つれ、裁判所は大法院例規（１９８１年１０月１４日戸籍例規第３７１号）によって
離婚判決に対しては執行判決を求めない例外を認めたのである。このよ
うな態度は、２００７年１２月１０日制定の大法院例規第１７３号（外国裁判所の
離婚判決による家族関係登録事務処理指針）及び第１７４号（外国裁判所の
離婚判決による離婚届）に維持されていたが、この二つは関連している
ためこれを統合する改正が行われ、現在は２０１５年１月８日改正の家族関
係登録例規第４１９ 号 による。
（１０８）
（１０７）　準拠法要件はもはや承認の要件ではない。石・前掲注（８）４０７─４０８頁参照。
参考として、旧民事訴訟法の下でネバダ州裁判所の離婚判決の承認に関して、ソ
ウル高等法院１９７１年５月１２日宣告７０ナ１５６１判決は、相互保証の存在を否認し、さ
らに渉外私法によって指定される準拠法たる韓国民法を適用せず、それよりはる
かに不利な判決であるとの理由で離婚判決の承認を拒否したことがある。
（１０８）　２０１５年１月８日改正、家族関係登録例規第４１９号。
　［外国裁判所の離婚判決による家族関係登録事務処理指針］
１．外国裁判所の離婚判決は、「民事訴訟法」第２１７条が定める条件を具備する限
り、韓国でもその効力がある。
２．第１項の外国判決による離婚届は、韓国の判決による離婚届と同様に、「家族
関係の登録等に関する法律」第７８条、第５８条による手続によるが、その届には
その判決の正本または謄本と判決確定証明書、敗訴した被告が訴状またはこれ
外国判決の承認及び執行
（ ）１０７（甲南法学’ １８）５８─３・４─３７
　この大法院例規によると、担当公務員としては承認要件を具備するか
否かが明らかでない場合、監督裁判所に問い合わせ、承認要件を具備す
るか否かに関する回答を得て処理しなければならない。ただし、外国判
決上、被告である韓国人がその外国判決による離婚届に同意するか、又
は自ら離婚届をした場合、もしくは民事執行法による執行判決を得た場
合には、監督裁判所に問い合わせる必要がない。
　実務では、この問い合わせを省略したまま、承認要件を満たしていな
い離婚を家族関係登録簿に記載することが生じうるため、不意打に離婚
された当事者は、自ら離婚無効確認の訴えを提起して当該離婚判決が韓
に準ずる書面と期日通知書または命令を適法な方式により防御に必要な時間の
余裕を置き、送達を受けたか（公示送達またはこれと類似の送達による場合を
除く。）の送達を受けなかったとしても訴訟に応じた書面（判決の正本または謄
本によってこの点が明らかでない場合に限る。）及び上記の各書類の翻訳文を
添付しなければならない。ただし、外国（例えば、オーストラリア）裁判所の
正本又は謄本とその確定証明書に代えて離婚証明書を発行した場合には、その
証明書を添付することができる。
３．第２項による離婚届が提出された場合、家族関係登録公務員は離婚届に添付
された判決の正本または謄本によって当該外国判決が「民事訴訟法」第２１７条
が定める各条件を具備しているか否かを審査し、それを受理するか否かを決定
しなければならないところ、その条件を具備するか否かが明らかでないか、ま
たは次の各号に該当する場合には、必ず関係書類すべてを添付して監督裁判所
に問い合わせて、その回答を得て処理しなければならない。
カ．外国判決が確定したか否かが不明な場合。
ナ．送達が適法であるか否かが不明な場合。
タ．外国裁判所の判決手続が進行される当時、被告が当該外国に居住していない
場合。
ラ．その他に外国判決の効力が疑わしい場合。
４．次の場合には、第３号にもかかわらず、監督裁判所に問い合わせを要しない。
カ．外国判決上の被告たる大韓民国国民が当該外国判決による離婚届に同意する
か、または自ら離婚届をした場合。
ナ．外国裁判所の離婚判決について「民事執行法」第２６条及び第２７条による執行
判決を得た場合。
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─３８（ ）１０８
国で効力がないことを主張・立証しなければならない不合理が発生して
い る 。例えば、２００２年１１月２６日宣告２００２ム１３１２判決は、米国に居住する
（１０９）
配偶者が韓国に居住する配偶者を相手にワシントン州裁判所に離婚を求
める訴えを提起し、韓国の配偶者は、国内で訴状の送達を受けたが応訴
しておらず、訴訟で勝訴した米国の配偶者は、これを根拠に離婚判決謄
本と離婚届を郵便で区役所の所長に送付して戸籍に離婚したことが記載
されて、韓国の配偶者が離婚無効確認の訴えを提起した事案において、
当該米国離婚判決の効力がないと判示したのである。このように外国離
婚判決が承認要件を満たしているかを担当公務員の審査に任せることに
ついて批判されてい る 。
（１１０）
　外国裁判所の離婚判決に基づき執行判決がなくても家族関係登録簿に
記載することができるので、当事者が外国の離婚判決に基づく執行判決
請求の訴えを提起する場合、これは訴えの利益がなく、却下され る 。
（１１１）
Ⅵ　むすびにかえて
　外国判決の承認と執行に関する韓国の法制度は、両者を概念的に区別
し、法体系においても分離して規定している。現在は民事訴訟法第２１７
条（外国裁判の承認）と第２１７条の２（損害賠償に関する確定裁判等の承
認）、そして民事執行法第２６条（外国裁判の強制執行）と第２７条（執行判
決）において規律されている。
　民事訴訟法第２１７条規定のうち、２００２年改正では旧民事訴訟法で定め
（１０９）　法務部・前掲注（２）３６４─３６５頁、石・前掲注（１）国際私法研究、５７頁。
（１１０）　立法論として、身分判決に対する承認要件の審査を家庭裁判所の専属管轄
と定める見解（韓・前掲注（１０１）４４─４５頁、金・前掲注（１０１）江原法学、１１６頁）
と、裁判所長または適切な機関が承認要件について有権的に判断する必要がある
との見解（石・前掲注（８）４２８頁、李・前掲注（１０１）４１８頁）が主張されている。
（１１１）　石・前掲注（８）４２８頁。
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（ ）１０９（甲南法学’ １８）５８─３・４─３９
る「裁判権」の代わりに「国際裁判管轄」の文言を用いることになり、
送達の要件については敗訴した被告の国籍にかかわらず、被告の防御権
を保障するために送達の適法性と適時性を明示することになった。２０１４
年改正では承認対象が確定判決だけでなく確定裁判等へ拡大され、公序
要件においては、従来学説上認めていたように、実体的公序と手続的公
序があることを明確にし、相互保証の要件については従来の判例の立場
を反映されることになった。また承認要件が職権事項であることを明文
化した（民事訴訟法第２１７条第２項）。さらに損害賠償に関する確定裁判
等の承認について第２１７条の２が新設され、懲罰的損害賠償のように、
損害填補の範囲を超過する賠償額の支払いを命じる外国判決の承認を適
正範囲で制限するために設けられた。
　韓国でも外国判決の承認・執行について自動承認の原則、実質的再審
査の禁止の原則が採られているが、その特徴は以下のとおりである。
　第一に、旧民事訴訟法は承認の対象を「外国裁判所の確定判決」と規
定していたが、現行法は「外国裁判所の確定判決またはこれと同一の効
力が認められる裁判」であることを明文化した（第２１７条第１項本文）。
これは従来の通説的見解と判例の立場を反映したものである。
　第二に、現行法は外国裁判の承認要件として「国際裁判管轄」である
ことを明文化した（第２１７条第１項第１号）。これが可能であったのは、
２００１年全面改正された国際私法が国際裁判管轄という用語を正面から導
入することで、その基準を提示したからである。かつて間接管轄と直接
管轄の基準については同一の原則によるとするのが多数説であり、主流
の判例であったので、法条文に照らして間接管轄と直接管轄の基準は同
一であるといえる。
　第三に、敗訴した被告への送達について適法性と適時性を必要とし、
敗訴した被告に対する送達は公示送達またはこれに類似する送達による
ことはできない（第２１７条第１項第２号）。敗訴した被告への送達は、訴
論　　　説
（甲南法学’ １８）５８─３・４─４０（ ）１１０
状及び訴訟開始に必要な召喚状などをいうものである。領事送達は自国
民に対する場合に限って認められる。郵便送達は、韓国が職権送達主義
を採るから、従来、民事事件における送達を主権の行使とみて、外国の
主権を侵害するものとして理解していて、不適法である。
　第四に、公序については実体的公序と手続的公序を明文化した（第２１７
条第１項第３号）。実体的公序と関連して実質的再審査の禁止の原則に
照らしてみると、公序に違反しているか否かを判断するために必要な範
囲内で制限的には事実関係を自ら調査することができる。他方、損害賠
償に関する確定裁判等の承認（第２１７条の２）について韓国の通説と既存
の判例を受け入れ、ドイツ判例で用いる「基本秩序」という用語を導入
してその範囲が明確化された。これは、懲罰的損害賠償のように、損害
填補の範囲を超過する賠償額の支払いを命じる外国裁判所の確定裁判等
の承認を適正範囲で制限するために設けられた規定である。ところが韓
国では３倍賠償を認める法律が導入されつつあり、３倍賠償を認める外
国裁判が韓国法の基本秩序に著しく反する結果をもたらすとはいいがた
く、今後においてその適用状況を見守る必要がある。
　第五に、旧民事訴訟法は相互保証があることを定めていたが、現行法
は重要条件同等説を採る既存の判例の立場が反映された（第２１７条第１
項第４号）。相互保証の有無は同一の種類または内容の判決に対して判
断しなければならない。
　最後に、外国判決の執行の対象となるのは、承認要件を満たす履行判
決である。韓国の有力説と判例は、法律関係を明確にする実益があると
きには確認判決または形成判決に対しても執行判決を求めることができ
るとする。大法院例規によって離婚判決については執行判決を求めない
例外を認めているが、このような実務は身分関係の安定性から不合理が
生じることが指摘され、批判されている。
